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青森県自家消費型太陽光発電設備等導入支援事業費補助金 

運営業務委託 仕様書 

 

１  業務名称 

青森県自家消費型太陽光発電設備等導入支援事業費補助金運営業務委託 

 

２  業務目的 

本県では、 2050 年にカーボンニュ ート ラ ルの実現に向けて、「 地域脱炭素

移行・ 再エネ推進交付金（ 重点対策加速化事業）」 を 活用し 、 住宅用及び事

業用自家消費型太陽光発電設備等の設置に係る 費用を補助する 。  

本業務は、 申請受付支援、 問合せ対応、 広報等の業務を 委託し 、 補助金の

執行に係る 事務を 円滑に行う こ と を目的と する 。  

 

３  業務履行期間 

契約の日から 令和８ 年３ 月１ ３ 日ま で 

 

４  業務概要 

（ １ ） 住宅用及び事業用太陽光発電設備・ 蓄電池補助金受付 

ア 申請受付期間 

家庭用： 令和７ 年１ ０ 月下旬から 令和７ 年１ ２ 月下旬 

事業用： 令和７ 年１ ０ 月下旬から 令和７ 年１ １ 月下旬 

イ  予定件数 

住宅用： ５ ０ 件/年程度 

事業用： １ ０ 件/年程度 

※上記の想定交付申請件数を超えても 、 予算の上限に満たない場合

は、 予算の上限に達する ま で交付申請受付を行う ため、 交付申請件

数が想定を上回る 可能性がある こ と に留意する こ と 。  

ウ  補助対象者 

個人又は県内に本社又は事業所を 有する 中小企業者等 

 

（ ２ ） コ ールセンタ ー 

ア 期間 

令和７ 年１ ０ 月下旬から 令和８ 年３ 月１ ３ 日 

イ  想定件数 

２ ０ ０ 件程度 

ウ  対応時間 

平日の１ ０ ： ０ ０ ～１ ７ ： ０ ０ は必ず対応する こ と 。  

（ 令和７ 年１ ２ 月２ ９ 日～令和８ 年１ 月３ 日を除く ）  
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エ 契約後直ちに、 問い合わせ受付用の電話番号を県に通知する こ と 。  

オ 問い合わせ事項を記録し 、 毎月県に対応記録の報告を行う こ と 。  

※一般的又は簡易な問合せであれば 10 分程度。 ただし 、 書類の作成指示

や技術的なアド バイ ス など 適宜対応する 必要がある ため、 １ 件が完了

する ま でに数日～数か月程度の期間を 要する 場合も ある 。  

カ 「 地域脱炭素移行・ 再エネ推進交付金」 交付要綱及び実施要領や、 県が

作成する 補助金の交付要綱等（ 以下、「 補助制度の要綱及び要領」 と い

う 。） を 理解し た上で、 申請、 問い合わせ及び完了書類の適否など に対

応する こ と 。  

 

（ ３ ） 広報 

   補助制度を 県民及び事業者に周知する ため、 チラ シ等の広報媒体を 作成

する こ と 。  

 

５  業務要件 

（ １ ） 申請書類受付・ 確認 

ア 申請書類の受付 

申請書類の受付については下記の手法によ り 、 実施する こ と 。 ま た、

受付し た場合は、 同日中に県にその旨を 報告する こ と 。 報告の方法は県

と 協議し て決定する こ と 。  

（ ア） 郵送 

（ イ ） 電子申請 

 

イ  電子申請用ページの作成 

ア（ イ ） 及びオ（ イ ） の電子申請の受付を 実施する にあたり 、 予め県

の了解を得た申請用ページを イ ンタ ーネッ ト 上で作成し 、 公開する こ

と 。  

 

ウ  申請書類の確認 

受け付けた申込書類について、 補助制度の要綱及び要領に照ら し 、 申

請内容が本補助対象と し て認めら れる のかなど 、 技術的な判断も 加え

て、 申請者に対し て的確な対応を 行う 。 申請内容の不備の有無を 確認

し 、 不備がある と き には申込者に電話等によ り 、 郵送やＦ Ａ Ｘ ・ 電子デ

ータ によ る 再提出を依頼する 。 なお、 電話やＦ Ａ Ｘ  等の導入設置費用

及び、 通信費用に係る 諸経費については受託者が負担する も のと する 。  

ま た、 原則と し て申請書を 受領し てから 確認が完了する ま で、 ３ 週間

以内に処理する こ と 。  
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エ 申込書類の管理台帳へのデータ 入力及び、 データ 共有 

・ 受け付けた申込書類について、 管理台帳に必要事項を 入力する こ と 。  

・ 管理台帳は、 あら かじ め県の了解を 得たレ イ アウ ト で作成する こ と 。  

・ 管理台帳は、 Mi crosof t  Excel  や Ki nt one 等電子データ と し て管理で

き る も ので作成する こ と 。  

・ 管理台帳は、 県が受託者の申請処理状況を 確認でき る よ う 作成する こ

と 。  

・ 紙で受領し た申請書については、 Ｐ Ｄ Ｆ 化し て保存する こ と 。  

・ 管理台帳及びＰ Ｄ Ｆ 化し て保存し たデータ については、 ネッ ト ワ ーク 等

を 利用し 県が閲覧及びダウ ンロ ード でき る 仕組みを構築する こ と 。  

 

オ 実績報告の受付 

報告書類の受付については下記の手法によ り 、 実施する こ と 。  

（ ア） 郵送 

（ イ ） 電子申請 

 

カ 実績報告の確認 

受け付けた実績報告について、 補助制度の要綱及び要領に照ら し 、 記

載内容が適正である かなど 、 技術的な判断も 加えて、 申請者に対し 的確

な対応を行う 。  

申請内容の不備の有無を確認し 、 不備がある と き には申込者に電話等

によ り 、 郵送やＦ Ａ Ｘ ・ 電子データ によ る 再提出を 依頼する 。 なお、 電

話やＦ Ａ Ｘ 等の導入設置費用及び、 通信費用に係る 諸経費については受

託者が負担する も のと する 。  

ま た、 原則と し て報告書を 受領し てから 確認が完了する ま で、 ３ 週間

以内に処理する こ と 。 ただし 、 令和８ 年２ 月１ ５ 日以降に受領し たも の

については、 県と 締め切り を 協議し 処理する こ と 。  

 

キ 実績報告に係る 書類の管理台帳への入力及び、 データ 共有 

・ 受け付けた報告書類について、 管理台帳に必要事項を 入力する こ と 。  

・ 管理台帳は、 あら かじ め県の了解を 得たレ イ アウ ト で作成する こ と 。  

・ 管理台帳は、 Mi crosof t  Excel  や Ki nt one 等電子データ と し て管理で

き る も ので作成する こ と 。  

・ 管理台帳は、 県が申請処理状況を確認でき る よ う 作成する こ と 。  

・ 紙で受領し た報告書については、 Ｐ Ｄ Ｆ 化し て保存する こ と 。  

・ 管理台帳及びＰ Ｄ Ｆ 化し て保存し たデータ については、 ネッ ト ワ ーク 等

を 利用し 県が閲覧及びダウ ンロ ード でき る 仕組みを構築する こ と 。  
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ク  申込書類の県への提出 

紙で受領し た申請書類等については、 令和８ 年３ 月１ ３ 日ま でに県に提

出する こ と 。  

 

６  手続き の流れ 

別紙のと おり  

 

７  安全管理措置 

（ １ ） 本件業務の責任者、 作業者、 作業場所について、 契約後速やかに県へ報

告する こ と 。 報告書式は協議し て決定する こ と 。  

（ ２ ） 申請書や管理簿等、 本件業務委託で取り 扱う データ については、 障害時

にデータ 破損が生じ ないよ う 対策を行う こ と 。 ま た、 週に１ 回以上はバッ

ク アッ プを 取得する こ と 。  

（ ３ ） 本件委託に関する 情報については、 委託し た作業以外には利用をし ない

こ と 。 ま た、 外部の者へ提供し ないこ と 。  

（ ４ ） 業務中及び業務を 終了し た後も 、 情報の漏えいを防止する ため、 業務上

知り 得た秘密を 漏ら さ ないこ と 。  

（ ５ ） 原則と し て、 再委託を 禁止する 。 ただし 、 やむを得ず再委託を する 場合

には、 再委託事業者における 情報セキュ リ ティ 対策が、 他の委託事業者と

同等の水準である こ と を県が確認でき た場合、 書面によ る 承認を得たう え

で認める こ と と する 。  

（ ６ ） 業務委託終了時には、 紙の申請書等、 本業務委託で取り 扱った情報につ

いて、 県に返還する こ と 。 ま た、 電子データ については、 県へ確認をと っ

たのち、 責任を も っ て削除する こ と 。  

（ ７ ） 業務委託の状況について、 定期的に県へ報告する こ と 。 ま た、 緊急時の

連絡体制について県へ報告する こ と 。  

（ ８ ） 受託者は、 情報セキュ リ ティ イ ンシデント が発生し た場合、 住民に対し

適正な説明責任を果たすため、 当該情報セキュ リ ティ イ ンシデント の公表

を必要に応じ 行う こ と について、 承諾する こ と 。  

（ ９ ） 受託者の責に帰する 事由で、 情報セキュ リ ティ ポリ シーが遵守さ れなか

ったため、 県が被害を 受けた場合には、 受託者はその損害賠償を行う 。  

（ 10） その他、 以下の項目を 遵守する こ と 。  

・ ク ラ ウ ド サービ ス を 利用する 場合は、 Ｉ Ｓ Ｏ 27001、 27017 の認証のある

も の又はＩ Ｓ ＭＡ Ｐ 登録のサービ ス である こ と 。  

・ データ やス テータ ス へのアク セス は認証によ る 閲覧者の制限ができ る 仕組

みである こ と 。  

・ ク ラ ウ ド サービ ス を 利用する 場合、 アプリ ケーショ ンへのアク セス は、 特

定のＩ Ｐ の端末でなければ通信でき ないよ う 制限を かける こ と 。  
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・ 電子申請用ＨＰ や申請管理において、 ク ラ ウ ド サービ ス を利用する 場合

は、 当該個人情報を 格納し ている データ センタ ーから 、 Ａ Ｐ Ｉ 連携等によ

り 外部へアク セス し ないこ と 。  

・ データ センタ ーを利用する 場合は、 所在地が日本国内のも のを選択する こ

と 。 オンプレ ミ ス でサーバーを 構築する 場合も 同様の所在地と する 。 ま

た、 サーバーが運用さ れる 場所は国内法が適用さ れる 場所である こ と 。  

 

８  申請に対する 最終判断について 

各申請に対する 最終判断は、 県になる ため、 受託者において対応に迷っ た

も のは、 県に問い合わせを し て確認する こ と 。  

 

９  提出書類 

（ １ ） 本業務終了後、 報告書を作成し 、 県に提出する こ と  

①報告書 

②報告書の概要書（ 報告書の内容をＡ ４ 用紙１ 枚程度にま と めたも の）  

（ ２ ） 毎月始めに、 以下の事項を 県に報告する こ と  

①コ ールセンタ ーの対応記録 

②申請状況（ 月別の申請件数、 申請額等） や対応状況 

 

10 注意事項 

（ １ ） 受託者は、 業務を 円滑に遂行する ために、 逐次、 県と 打ち合わせを 行う

こ と と する 。 ま た、 本仕様書に記載さ れていない事項であっ ても 、 業務遂

行上必要と 認めら れる も のについては、 県と 協議する 。  

（ ２ ） こ の仕様書に定める 事項に疑義が生じ た場合、 ま たは定めのない事項が

生じ た場合は、 別途協議する も のと する 。  



委託業務のフロ ーチャ ート （ コ ールセンタ ー）

委託者（ 県）委託業務受託者申請者

問い合わせ 問い合わせ受付

申請者への回答

回答可能

回答受領

回答状況共有 回答状況共有

問い合わせ
内容確認

回答作成・ 共有

No

Yes

別 紙



委託業務のフロ ーチャ ート （ 申請受付～事業着手）

委託者（ 県）委託業務受託者申請者

申請書提出 申請書受付

内容審査

補助対象

不備なし

不交付決定要領 不交付決定送付

不備の解消不備の解消

事業着手 交付決定送付

No

Yes

Yes

No

事業完了後実績報告



委託業務のフロ ーチャ ート （ 実績報告～補助金支払い）

委託者（ 県）委託業務受託者申請者

不備なし

請求書作成・ 送付

実績報告 実績報告受付

内容審査

不備の解消不備の解消

額確定通知及び
請求書

補助金受領

請求書受領

額確定通知及び
請求書

振込処理

Yes

No


